
平成２６年１１月定例教育委員会会議の要旨 

 

 

１ 日  時 

  平成２６年１１月２０日（木） 

    開会 ９時００分    閉会１２時００分 

 

２ 場  所 

  教育庁教育委員会室 

 

３ 出席委員 

  委員長              山縣 俊郎 

  委員長職務代理者         稲野 靖枝 

  委員長職務代理者         岡野 芳子 

  委員               中田 範夫 

  委員               宮部 秀文 

  委員（教育長）          浅原 司 

 

４ 出 席 者 

  教育次長             原田 尚 

  教育次長             小西 哲也 

  審議監              廣川 晋 

  審議監              河村 行則 

  教育政策課長           嘉村 靖 

  教職員課長            首藤 裕司 

  義務教育課長           清時 崇文 

  高校教育課長           栗林 正和 

  特別支援教育推進室次長      石本 正之 

  社会教育・文化財課長       藤村 恭久 

  世界ｽｶｳﾄｼﾞｬﾝﾎﾞﾘｰ開催支援室次長  河村 祐一 

  人権教育課長           髙原 透 

  学校安全・体育課長        御神本 実 

  教育政策課企画監         濵井 昭巳 

  やまぐち総合教育支援センター次長 小村 信 

  



 

 

 議案第１号『平成２６年度山口県一般会計補正予算（第３号）についての意見の申出について』 

１１月県議会に提出される予定の平成２６年度一般会計補正予算（第３号）について、知

事より意見照会が行われたが、日程の都合上、教育長が臨時に代理し、異存ない旨の意見を

申出たことを教育政策課から報告し、承認を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議 案 

【概 要】 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 議案第１号については、全委員の賛成により承認された。 

 

 

 議案第２号『一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定についての

意見の申出について（報告承認）』 

 議案第３号『一般職に属する学校職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定

についての意見の申出について（報告承認）』 

 議案第４号『知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

の意見の申出について（報告承認）』 

１１月県議会に提出される予定の「一般職の職員の給与に関する条例」、「一般職に属する

学校職員の給与に関する条例」及び「知事等の給与及び旅費に関する条例等」の一部改正に

ついて、知事より意見照会が行われたが、日程の都合上、教育長が臨時に代理し、異存ない

旨の意見を申出たことを教育政策課から一括して報告し、承認を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概 要】 

一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について 

一般職に属する学校職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

平成２６年１０月１７日に行われた人事委員会勧告に基づき、一般職の職員の給 

与に関する条例（昭和２６年山口県条例第２号）等及び一般職に属する学校職員の給 

与に関する条例（昭和２７年山口県条例第６号）等の一部を改正しようとするもので 

ある。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 平成２６年度の給与改定に係る改正の概要 

 (1) 給料表の改定 

全給料表について、引上げ改定を行う。 

(2) 諸手当の改定 

ア 初任給調整手当 

医師又は歯科医師に対する手当の支給限度額を月額４１２，２００円（現 

行４１０，９００円）とする。 

イ 勤勉手当 

支 給 期 現  行 改 正 後 

６月期 ０．６７５ 月分 ０．７５ 月分 

１２月期 ０．６７５ ０．７５ 

合  計 １．３５０ １．５０ 

 (3) 経過措置の廃止 

平成１８年度から実施した給与構造改革における経過措置を廃止する。 

３ 給与制度の総合的見直しに係る改正の概要 

(1) 給料表の改定 

全給料表（医療職給料表（一）を除く）について、若年層を除き引き下げ改定 

を行うとともに、行政職給料表等の一部で号給を延長する。 

(2) 諸手当の改定 

ア 地域手当 

（ｱ）級地区分を７級地（現行６級地）とし、支給割合を２０％から３％（現行 

１８％から３％）とする。 

（ｲ）医師又は歯科医師の支給割合を１６％（現行１５％）とする。 

イ 単身赴任手当 

    （ｱ）基礎額を月額３０，０００円（現行２３，０００円）とし、加算限度額を 

月額７０，０００円（現行４５，０００円）とする。 

（ｲ）支給対象者に再任用職員を加える。 

ウ 管理職員特別勤務手当 

（ｱ）支給対象となる勤務に、管理職手当を支給される職員が災害の対処等によ 

り、週休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間に勤務した場合を 

追加する。 

（ｲ）（ｱ）の手当額は、勤務１回につき６，０００円を超えない範囲内において 

人事委員会規則で定める額とする。 

(3) 経過措置 

新給料表への切替えに伴い、３年間の経過措置を講ずることとし、当該経過措置に 

基づき支給する差額は、給料に含まれるものとする。また、地域手当の支給割合及び 

単身赴任手当の基礎額については、平成３０年３月３１日までの間、人事委員会規則 

で定める支給割合又は基礎額とする。 

４ 施行期日 

規則で定める日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。ただし、２の(3)及び３に 

ついては、平成２７年４月１日から施行する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 議案第２号、第３号及び第４号については、全委員の賛成により承認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

平成２６年１０月１７日に行われた人事委員会勧告に基づく一般職の給与改定の趣 

旨に鑑み、知事等の給与及び旅費に関する条例（昭和３２年山口県条例第２０号）、教 

育長の給与及び旅費に関する条例（昭和４１年山口県条例第２４号）並びに山口県議 

会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（昭和３１年山口県条例第４１号） 

の一部を改正しようとするものである。 

 

２ 改正の概要 

（1）期末手当 

     各支給期における支給割合を次のとおり改定する。 

支 給 期 現  行 
平成２６年度 

の 支 給 割 合 

平成２７年度 

以降の支給割合 

６月期 １．４０ 月分 １．４０ 月分 １．４７５ 月分 

１２月期 １．５５ １．７０ １．６２５ 

合  計 ２．９５ ３．１０ ３．１０ 

 

（2）施行期日 

規則で定める日から施行し、平成２６年１２月１日より適用する。ただし、期末手 

当の平成２７年度以降の支給割合については、平成２７年４月１日より施行する。 

 

 

 



 議案第５号『一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いての意見の申出について（報告承認）』 

１１月県議会に提出される予定の「一般職の職員の特殊勤務手縦に関する条例」の一部改

正について、知事より意見照会が行われたが、日程の都合上、教育長が臨時に代理し、異存

ない旨の意見を申出たことを教職員課から報告し、承認を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 議案第５号については、全委員の賛成により承認された。 

 

 

 

【概  要】  

一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  国の教員給与の見直しにより、教員特殊業務手当に係る義務教育費国庫負担金の 

最高限度額が見直されたことに伴い、教員特殊業務手当の見直しを行うため、一般 

職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正しようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

教員特殊業務手当（第３５条）の手当額について、引上げ改定を行う。 
 

区   分 
金  額 

現 行 改 正 

【１号関係】 

非常災害時等 

の緊急業務 

イ 児童生徒の保護又は緊急の防

災・復旧の業務 
6,400円/日 8,000円/日 

ロ 児童生徒の救急の業務 6,000円/日 7,500円/日 

ハ 児童生徒の補導業務 6,000円/日 7,500円/日 

【２号関係】修学旅行等指導業務 3,400円/日 4,250円/日 

【３号関係】対外運動競技等指導業務 3,400円/日 4,250円/日 

【４号関係】部活動指導業務 2,400円/日 3,000円/日 

 

３ 施行期日 

  平成２７年４月１日から施行する。 

 

 



【概 要】 

 議案第６号『損害賠償の額を定めることに関する専決処分についての意見の申出について 

（報告承認）』 

 １１月議会において報告される予定の損害賠償の金額を定めた知事の専決処分について、

知事より意見照会が行われたが、日程の都合上、教育長が臨時に代理し、異存ない旨の意見

を申出たことを教育政策課から報告し、承認を求めた。 

 

               

損害賠償の額を定めることに関する専決処分について 

 

１ 事故の概要 

（１） 事故の発生日時 

  平成２６年１０月１３日 午後２時２０分頃 

 

（２） 事故の発生場所 

    萩市大字堀内字堀内村２０５番７ 

 

（３） 損害賠償の相手方 

  萩市大字山田４０４０番地７    中林 正人 

  萩市大字堀内２０５番地７     中林 久仁  

 

（４） 損害の程度 

   ア 人的損害  ～ なし 

    イ  物的損害  ～  住宅屋根瓦（棟・平部）複数破損、桟木、防水シート、野地           

板、垂木一部破損 

（５） 事故の概要 

      平成２６年台風第１９号に伴う暴風により、山口県立萩高等学校のモミの木が 

近隣の家屋に倒れかかったため同家屋が損傷した。 

 

（６） 過失割合 

    県側１００％、相手方０％ 

 

２ 損害賠償の額 

  金２８４，４６０円 

  （内 訳） 住宅修理費    ２６５，６８０円 

              施設入所費       １８，７８０円 

 

議案第６号については、全委員の賛成により承認された。 

  



 

 

◆平成２６年度人事委員会勧告の概要について、教職員課から以下のとおり報告が行われ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報 告 事 項 

【概 要】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ◆平成２７年度山口県公立小・中学校及び県立学校教職員人事異動方針について、教職員

課から以下のとおり報告が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概 要】 



 ◆平成２７年度山口県公立高等学校等入学者選抜実施要領について、高校教育課から以下

のとおり報告が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概 要】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ◆第３回・第４回・第５回「第２期県立高校将来構想検討協議会」の協議概要について、

高校教育課から以下のとおり報告が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概 要】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【 質 疑 】 

○委 員 長：今後の予定はどのようになっているのか。 

●高校教育課長：今後、第２期将来構想の素案に関して、パブリックコメントを実施し、

その結果を踏まえて修正したものについて第６回検討協議会で協議する

予定。 

 ○稲 野 委 員：第３回協議会の県民意識調査結果の主な意見の中で、高校生活の満足度が

平成１４年の調査結果より１０％以上伸びていることは、現行の県立高

校将来構想の成果の一つと考えてよいとあるが、高校生活の満足度につ

いての調査は、平成２６年までの間に実施はされていなかったのか。 

 ●高校教育課長：進路希望等の調査は、毎年行っているが、今回のような中学生や高校１

年生、２年生、保護者等を対象に幅広く調査を行うのは平成１４年以来

となる。 

 ○稲 野 委 員：１０年前と現在とでは高校生活も大きく変化していると思うので、こうし

た満足度や希望等についての調査は毎年実施していく方が良いと思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

◆グローバル人材の育成に向けた外国語教育の充実について、以下のとおり意見交換を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意 見 交 換  

【概 要】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 主な意見・質疑 】 

○委 員 長：ＡＬＴが教員に対して指導を行うこともあるのか。 

●高校教育課長：日ごろの授業等において英語教員とＡＬＴがチームティーチングという

形で一緒に授業等を行っているが、そうした授業以外にも、様々なアド

バイスを教員にしてもらう場面はあると考えている。 

また、ＡＬＴの資質能力の向上を図るための研修会に、日本人の教員が参

加する場合もある。 

○委 員 長：小学校でのＡＬＴの活用状況はどのようなものか。 

●義務教育課長：小学校５、６年生は、週１コマの外国語活動の授業を行っているが、そ

の中でおよそ半数の授業にＡＬＴが参加している。 

○委 員 長：外国語でのコミュニケーション能力を高めるにあたっては、やはりネイ

ティブとの接触というのが非常に大事だと思う。 

○中 田 委 員：ＡＬＴについても非常勤ではなく、通常の日本人教員と同様の正式雇用

を行うことはできないのか。 

●高校教育課長：ＡＬＴについては、現在は山口県教育委員会でジェットプログラムとい

うものを活用し、外国語指導助手として招聘を行い、３年間の契約とし

ている。ＡＬＴの正式採用に向けては、国でも議論されており、その動

向等も注視をしながら、前向きに考えていきたい。 

 



○中 田 委 員：コミュニケーションをとれるようになることも大事だが、社会に出て働

くことを考えると、しっかりとした文法等についても身に付けていく必

要がある。そういう意味では、今までの英語教育についても間違ってい

るとは思わないので、その部分は引き続き続けて行ってもらいたい。 

○稲 野 委 員：教員、特に小学校の教員が英語の授業をいかに進めていくかについて、

まず楽しい授業を行って子供たちに意欲を持たせる必要があるが、現在

の教員は小学校で英語教育を受けていない。そのため、いかに英語に対

する苦手意識を持たずに児童生徒と一緒に授業を行うかが一つのポイン

トとなる。 

●高校教育課長：現在、小・中・高校連携の英語教育推進校、提携校を設け、児童生徒が

楽しくコミュニケーション能力を身につけられるような授業の展開につ

いて、中学や高校の英語教員と連携しながら学ぶ取組を行っており、引

き続き小学校教員の英語指導力を向上に努めたい。 

●義務教育課長：小学校の担任の英語指導力向上については、各種セミナーの実施や英語

教育連携研修会等への参加を進めるといった取組を行っているところ。 

○稲 野 委 員：小学校教員の採用にあたり、語学力という部分についての評価は行って

いるのか。 

●義務教育課長：今年度の採用試験から、中学校または高等学校の外国語の普通免許状の

所有を採用選考にあたっての考慮事項としている。 

○岡 野 委 員：高校生の留学について、１年間の長期の留学をした際には、進級が遅れ

ることになるのか。 

●高校教育課長：１年間の留学について、休学をして留学をする場合と、留学先での単位

認定を行う場合がある。休学する場合は、留学を終えた際は元の学年に

戻ることになるが、単位認定を受ける場合は、そのまま進級することが

可能。 

○岡 野 委 員：ＡＬＴを地域の人々が受け入れていない現状があるように思う。学校の

児童生徒等とは交流があるが、私たちの年代になると、英語が話せない

からと敬遠してしまう。このため、コミュニティ・スクールの活動にＡ

ＬＴに参加してもらうなどにより、ＡＬＴと地域の人々の交流を促進す

ると良いと思う。 

○稲 野 委 員：日本語でのコミュニケーションがとれないのに、英語でのコミュニケー

ションを身に付けることは難しい。まず国語や日ごろの授業の中でコミ

ュニケーション能力を育て、人と話すことに抵抗のない児童生徒をどう

育てるかが大事。 

○岡 野 委 員：国語教育でしっかりと日本語を覚え、日本の文化を大切にした上で、英

語教育を進めることが重要。やはり、子ども達には、日本語や日本の文

化を大切にしながら、世界に羽ばたいてほしい。  

○宮 部 委 員：英語を学ぶ意欲を小学校から中学校、高校へとずっと持ち続けられるよ

うにすることが大事。また、やはり実践の場がないと語学力というのは

落ちてしまうので、日常生活の中で外国語を使う機会の確保などについ

て考える必要がある。 

 

 

 


